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M2M システム (Machine-to-Machine System) が注目を集めている。 M2M システムは，省エネや
CO2 削減等を目的とするスマートコミュニティ基盤の充実， リモートメンテナンスの高度化によ
る製造業の国際競争力強化およびヘルスケアやホームセキュリティ等による安心・安全・快適社










のような場合に，【課題 1 ]と【課題 2] が解決されないと，同一拠点に同じ種類のセンサや機器
を複数設置したり 1 台の機器に対して複数のサービスが提供できなくなったりして， M2M シ
ステムの普及を阻害する。また，大規模な M2M システムを構築するためには， [課題 3] の解決
が必須となる。





題 4] が解決されないと， M2M システムによる省エネ・節電の高度化が困難となる Q
本研究の目的は，上述の M2M システムのサービス制御方式と省エネ制御方式への適用に関わ
る 4 つの課題を解決し， M2M システムの適用範囲と規模を拡大することである。
第 2章 複数の異なるサービスへの機器接続を可能とする M2M プロキシ通信方式










継する 。 このプロキシサーバにおいて，プロトコル変換とメ ッセージ交換を行うこ とによって ，
マノレチサービス接続性，即時性および安全性を同時
に実現する (図 1 ) 0 A m--r I~ternet ¥ ト6・・向 ._-f¥ ~ 放本研究では，提案方式に基づくプロキシサーバを i子主士寸1 ーとε-1&





処理の 3%以下であり，実運用上は問題がないこと 図 1 M2M プロキシ通信制御方式
を確認した。
第 3 章 機器利用権によるサービス競合回避方式
第 3 章では. [課題 2 ] 複数のアプリケーションによるサービス競合に関する課題に対して，遠
隔操作に関する制約条件を記述した機器利用権によりサービス競合を回避する方式を提案する。
サー ビス競合を回避する方式としては. ACL (Acces Control Li st) や競合テーフソレ等による方



















第 4 章では. [課題 3 ] 多種多様な機器接続の負荷分散に関する課題を解決するための自律負荷
分散方式を提案する。








バを導入するととなく ，機器とサーバのみで負荷分散と負荷平準化を自律的に行う 。 すなわち ，
サーバは，ロングポーリング通信のタイムアウト時に. CPU 使用率やメ モリ消費量等から計算さ
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る実験を実施した。 図 6 に，本提案方式により制御した結果の机上面の照度分布の例を示す。 こ
のシステムを用いて，省エネ性と調光精度を組み合わせた評価を実施した結果，壁スイッチの
ON/OFF による従来運用と比べて，提案方式の効果が 9%以上高いことを実証した(図 7) 。
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図 6 提案方式による照度分布の例 図 7 省エネ性と調光精度の評価結果
第 6章結論
本研究では ， M2M システムにおけるサービス制御方式に関する課題に着目し，それら を解決す



























第 4 章では， M2M システムにおけるロングポーリング通信の特性に着目し，負荷分散装置を
導入することなく，負荷分散と負荷平準化を自律的に行う方式を提案した。また，プロトタイプ
による本方式の実験を実施し，機器再接続タイムアウト時間を自動調整する負荷分散方式の有効
性を示した。これは，大規模な M2M システムの運用性を高める有用な方式として評価できる。
第 5 章では，照度センサや人感センサと連携し，省エネ性と調光精度を両立させる照明省エネ
制御方式を提案している口具体的には，机上面の目標照度分布から各照明の調光率ノミターンを求
める調光逆問題解法を定式化し，その解法に基づく省エネ制御方式を考案した。また，試作した
システムの実オフィスフロアへの適用実験を行い，提案方式が従来運用と比べて高い効果が得ら
れることを実証した。これは， M2M システムの応用例として実用性が高く，評価できる成果で
ある。
第 6 章は結論である。
以上要するに本論文は， M2M システムの適用範囲と規模の拡大および近年の社会的な課題で
ある省エネ・節電の高度化に向けた要素技術の基礎を与えたものであり，情報通信システムと応
用情報科学の発展に寄与するところが少なくない。
よって，本論文は，博士(情報科学)の学位論文として合格と認める。
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